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X＋GDP ＊＝C ＊＋I ＊＋M （７）
N＋C ＊＋S ＊＝GDP ＊ （８）















けでなく，S も粗表示されている。以下では，Y と GDP とを記号として区別し，Y＝GDP＋N（グ
ロスの国民可処分所得）と定義しよう。
国際経済学の慣行にしたがい，海外の変数には，アステリスク（＊）を付した。もちろん，X＝







X＋GDP ＊＝C ＊＋I ＊＋M （１３）
N＋C ＊＋S ＊＝GDP ＊ （１４）











































































られると，その他の実質値Y＾，S＾，Z＾ を確定することができる。ステューベルの体系と比べて N が





















































































































































































































ここで，ρ の第２要素 pDAは，自国（比較年対基準年）の DAデフレーター，第３要素 pl は，外
国基準年対自国基準年の PPP を為替レートで除したもの（「相対物価水準」と呼んでおく），第４
要素 pl ＋は，外国比較年対自国基準年の相対物価水準である。後二者から外国の DAデフレーター
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実質 GDP成長率（１） ０．４ －１．４ －１．０ －０．８ －０．８
実質 GDI成長率（２） －０．９ －２．０ －１．１ －０．６ ２．２
交易利得の変化の見積もり（２）－（１） －１．３ －０．６ －０．１ ０．２ ３．０
付表１：最近の交易利得の動向（年次）
２０１１年度２０１２年度２０１３年度２０１４年度２０１２暦年２０１３暦年２０１４暦年
実質 GDP成長率（１） ０．４ １．０ ２．１ －０．９ １．７ １．６ －０．１
実質 GDI成長率（２） －０．８ ０．９ １．６ －０．９ １．５ １．３ －０．６
交易利得の変化の見積もり（２）－（１） －１．２ －０．１ －０．５ ０．０ －０．２ －０．３ －０．５
本文中では，わが国の国民勘定統計に交易条件効果が取り入れられた９３SNA移行直後の数字を
表４として掲げたが，付図１は，１９９４年以降，年報（確報）の数字が得られる２０１３年までの期間に
ついて，４つの関連系列を示したものである。
１）交易利得（マイナスの場合は，交易損失）実質 GDP比
２）実質輸出マイナス実質輸入 実質 GDP比
３）（名目輸出マイナス名目輸入）／倉林・クルビス法デフレーター 実質 GDP比
４）交易条件（輸出デフレーター／輸入デフレーター）の対数値
なお，現在の国民経済計算確報では，主要系列表１「国内総生産（支出側）」のうち，「実質（連鎖
方式）」および「実質（固定基準年方式）」双方に「交易利得」と「国内総所得」の数字が見られる。
付図１で用いたのは，固定基準年方式（基準年＝２００５年）の数字である。図から知られることは，
この期間において，ほぼ一貫して交易条件の悪化があり，それに対応して交易利得（交易条件効果）
の悪化がある。また，そのことが成長の足枷となったであろうということである。交易条件の悪化，
交易利得の悪化は，デフレ期の日本経済を特徴づけるメルクマールであったと言ってよいかもしれ
ない。
交易利得の，より最近の動向は，四半期別 GDP速報（QE）の「結果の概要」にある実質国内総
所得（＝実質国内総生産＋交易利得）の成長率と国内総生産の成長率とを比較することによってそ
のおおよその変化率を間接的に見積もることが出来るだろう。ただし，付図１とは異なり，速報で
は，連鎖方式の計数しか表章されていないことに注意する。本稿執筆時点で最新の速報（２０１５年
４－６月期２次速報２０１５年９月８日発表）によって，付表１と付表２を作成してみた。
これらの付表によって見ると，交易条件（交易利得）の継続的悪化にようやく歯止めがかかって
くるのは，２０１４年後半からの原油価格の低下によってであることが了解されよう。いわゆる「量的
質的緩和政策」は，交易条件の継続的下落に対処する政策というよりはむしろ，為替レートを意図
的に円安にすることにより，交易条件の悪化を推し進める政策であったといえるかもしれない。そ
交易条件効果をめぐって
31
れによっておこる実質所得の低下は，ほぼ完全に消費者・労働者側によって負担されたのであろう。
もちろん，最後の点は，推測であり，今後の研究課題となる。
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